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自己紹介～ケニアとの関わり～

 原山浩輔(はらやま こうすけ)

静岡県立大学 国際関係学部 国際関係学科4年

 2006年8月-2007年8月

ボランティアとしてケニアのろう学級へ派遣

(国際文化青年交換連盟プログラムによる)

 2008年8月

フランス語圏アフリカ手話を学ぶ

(東京外国語大学アジアアフリカ言語文化研究センター言語研修)

 2009年8月-2010年2月

・ケニア手話調査プロジェクトにてケニア手話言語研修受講

・ろう者の経済活動に関するフィールドワーク



調査の目的

 手話言語集団としての経済的自立の可能性

手話の言語的地位が向上する一方で、実生活レベルで手話は社会
に受容されているのだろうか。経済活動において、ろう者たちの手話言
語集団としての尊厳を保障することは可能なのか。その足掛かりとして、
実際に就労しているろう者たちへの直接観察、会話、インタビュー等か
ら実態の把握に挑んだ。

 教育支援策の向上と経済活動への参加

2003年の初等教育無料化以来、ろう者たちの初等教育機会も増
加してきた。しかし、一方で学業を終えた人々は十分に就労機会を得
られているのだろうか。教育機会の改善に対し、卒業後の社会にろう
者たちを受容する準備はあるのだろうか。



調査方法(1)

 調査期間：2009年11月29日-2010年2月15日

 調査地：ケニアの首都ナイロビと近郊の町

調査地選定の理由として

1)2006-07年のボランティア経験から、ケニアのろう者とコミュニケーショ
ンをはかれること。情報収集等において協力者を得やすいこと。

2)東アフリカ最大人口の都市として、また経済的にも発展していること
から、ろう者の多様な就労形態を観察できることを期待した。

 調査対象

ろう者(個人)：就業している人、求職中の人、高大専門学生

団体：障害者団体、教会、職業訓練施設、ろう学校、公的機関



調査方法(2)

 調査方法

1)個人に対して

調査票に基づく聞き取り、職場での直接観察、自由会話などから
事例を収集した。

2)障害者団体、教会に対して

各団体の取り組みや課題などについての聞き取り、事務所の直接
観察と職員との自由会話などから事例を収集した。

3)職業訓練施設、ろう学校

修了生、卒業生の進路についての聞き取り、各施設への直接観察
と職員との自由会話などから事例を収集した。

4)公的機関

各種資料の収集と障害者問題に対する政府の取り組みについて
聞き取りを行った。



収集データと調査結果

 収集データ

1)統計データ

2)調査票に基づく聞き取り

 事例紹介

1)ろう者たちの就労状況

2)教育制度の概要とろう者たちの教育環境

3)ろう者たちの挑戦～事例をもとに～

4)起業家たちが社会に訴えるものと課題



収集データ(1)「統計資料」

2009年国勢調査に基づく統計

 総人口 38,610,097人(約3,861万人)

 ナイロビの人口 3,138,369人(約314万人)
※()内は疫学的統計0.1％に基づくろう者人口

 障害者総数 1,330,312人(総人口の3.5％)

ケニア全国ろう者協会(KNAD)掲載のデータ

 総人口の1.6％(3700万人・2008年)がろう者

＝およそ60万人

定量的な把握の困難・・・



収集データ(2)「調査票に基づく聞き取り」

有効回答数：36名

 聞き取りの対象：就業している人、求職中の人、高大専門学生

 就業者数：26名

 平均月収：6400Ksh(最大:14000Ksh 最小:1800Ksh)

 求職者数：18名

 主な職業

・大工

・自動車整備士

・仕立て屋

・小売店店員

・事務職

・その他(教員、牧師、美容師、車掌、調理師、接客係など)



ろう者たちの就労に関する概要

ろう者たちの主な就労形態

 定職に就いている人→有職者のうち3割程度
・障害者団体や教会での積極的な雇用(事務系が多い)

・一般的には技術職に従事する場合が多い。

→大工、自動車整備士、仕立て等

・職業訓練としてのＰＣコース(事務系)は多いが、実際に企業で事務
職についているろう者はほとんどいなかった。

・自ら起業し、他のろう者を雇用している人も

 多くはパートタイムや日雇い労働
・土木関係、機械関係、清掃、販売員等

・仕事を見つけられなかった日は教会に集まって就職情報等に関する
情報交換→次の仕事へ



ろう者たちの就労に関する概要

ろう者たちの主な就労形態

 家族や親せき、知人の職場での無賃労働も
・多くは定職が見つかるまでの短期労働

・一部、知人のお店で無賃、もしくは小遣い程度の報酬で働くことを当然
のように受け入れている人も

 障害者団体や教会でのボランティア
・やはり定職が見つかるまでの短期的な場合が多い

・休日や長期休暇を利用して学生が参加している場合も

 根拠のない給与差などの差別的扱いが多い
例）ろう者：聴者＝12,000Ksh：50,000Ksh(最大)

少なくとも2,000～3,000Kshの差がみられた



教育制度と概要

 初等教育8年、中等教育4年、大学4年が柱となる。

→ろう学校も同様

 初等・中等教育修了時の全国統一試験

・試験結果によって自動的に進学先が割り振られる

・ろう者にとっては試験科目「スワヒリ語」が最大の難点

・平均的な成績では良い学校に進学できない

 2003年初等教育の無料化(公立)

・初等教育の就学率77.5％（修了率は40％程度)

・中等教育の就学率24.5％（教育費の家計負担が大きいこと等）

→教育機会は家庭の経済力に左右される



“学歴社会(偏重)”の側面

 初等教育無料化による変化

・初等教育の価値の低下

→70年代ごろまでは初等教育卒業でも事務職等に就けた

・急激な入学希望者増加に校舎建設などが追いついていない。

→もともと各地にわずかに点在するだけのろう学校は特にその傾向が
強く、待機を余儀なくされているろう児が多いという語りもあった。

 中等教育へ進学できない者に対する社会的評価

中等教育の就学率は24.5％

→しかし、進学のかなわなかった者は“落伍者”的レッテルを貼られる

初等教育の価値が低下していることの表れ



2007年大統領選挙暴動

 GDP：2007年7.0％⇒2008年 1.6％

→雇用機会の激減

ナイロビ大学経済学部の学生の語りから…

「理系の学生は就職に困ることはあまり聞かないが、私たちのような文
系の学生は、たとえナイロビ大学の学生であっても優良な就職先を見
つけることは難しいんだ。就職が決まらないまま卒業して、田舎の学校
でボランティアやアルバイトの教員をしながら仕事が見つかるのを待つ人
も少なくない」→高学歴が仇になっているのか？

 起業意識の高まり

・サイドビジネスの多様化

・銀行融資の条件緩和



ろう者たちを取り巻く教育環境
 家族や周囲の人々の消極的態度→自立へのあきらめ

 教員の不足と言語の問題
・教員の多くは聴者、ろう者が教員資格を得ることは困難

→ろう者はインテグレートしない限り教員資格を得られる学校がない

・ろう学校ごとで使用されている手話が異なる

→アメリカ手話による授業についていけず、留年や転校を経験したという
ろう者もいた。

→K.I.S.E(Kenya Institute of Special Education)によるろう学
校教員養成の問題

 インテグレートの場合
・通訳者の賃金、1日約5,000Kshが目安

→全額を自己負担することは不可能に近い

・手話通訳やノートテイクに対する公的支援はない(一部例外も)

→多くのろう者は家族や友人の支援に頼っている



経済的自立に向けたろう者たちの挑戦

 「学歴偏重+ろう教育の諸問題」+「雇用機会の不足」
→ろう者たちの抱える二重の困難

 ろう社会にも見られる起業意識の高まり
→銀行融資の緩和

→サイドビジネスの多様化

→キリスト教会が基金を設立

→零細ビジネスを対象とした融資事業の設立

 ろう者がろう者を雇用するビジネス
→雇用の創出

→職場内での情報保障の獲得

→賃金の不均等などの差別的扱いの解消



ろう起業家たちの工夫と挑戦(1)

 ろう者3名と聴者1名のシューズショップ(市街の市場)

・3名のろう者が共同出資。

・1名の通訳担当(聴者)を雇用。

→役所の監査(賄賂問題になりやすい)や客との値段交渉を担当

・今後、別の市場に新店舗をかまえる予定という。

→新たなろう者雇用の創出が期待される。

・この他に4件のショップが同市場で

ろう者たちによって営まれていた。



ろう起業家たちの工夫と挑戦(2)

 ナイロビでもっとも有名なろうの起業家～仕立て屋～

・自身の貯蓄と友人からの援助によって起業。

・かつてはろう者3名と接客兼通訳スタッフ2名だった。

→2007年暴動の混乱の際に2名のろう者が失踪。

→職場での言語はケニア手話。

・縫製技術の弟子を求めている。

→独立・開業を支援し、より多くのろう者の雇用を創出したいと語る



ろう起業家たちの工夫と挑戦(3)

 多くのろう者を雇用するエチオピア人のろう女性

・自身の資本によって数店舗を開業(ファーストフード、雑貨、洋服等)

・各店舗でろう者を雇用し、自身は経営に注力

→聴者は1人も働いていなかった。

・店内には聴者とのコミュニケーションを円滑にするための工夫

・ナイロビ市街にレストランをオープンさせるためのテナントを探している



ろう起業家たちの工夫と挑戦(4)

 深夜の物売り～Night Hawker～

・20:00～5:00深夜専門の商売

→日中は警察や役所に摘発されてしまうため

・ナイロビではろう者が最初に始めたといわれている

→クラブやバーの多い通りでの商売はほとんどがろう者

・3～4名の共同出資によって設立

・販売しているものはガム等のスナ

ック、タバコ、水など。

・社会では“落伍者”的なイメージ

をもたれている職業。



ろう起業家たちが訴えるもの

 ろう者の就労モデルの1つとして

→情報保障と差別的扱いの解消

→手話言語集団としての経済活動への参加

 社会の障害者観の転換

→依然として「守られる」存在という認識が強い

→障害者の社会参加促進のひとつの起点としての役割

 高等教育に対する積極的な態度

→高等教育に対する家族や周囲の消極的態度の転換

補足データ：全体の15％のろう児しか教育を受けられていない。



起業に向けた課題

 資金調達の問題

・銀行融資→定職の有無や収入、貯蓄高が条件

・申請書類等の作成＝筆記英語

・融資や援助を受けても設立できずにいる人も多い

→これによって融資を取りやめた団体もある。

 経営知識の問題

・現在、経営コースをもつろう学校はない

・中等教育には経営学の科目がある(選択科目)

→全体でも24.5％の児童しか進学していない

・専門学校や大学で学ぶ際の情報保障



まとめとして・・・

 教育問題と就労問題の因果関係

→教育機会の不足、発展途上の教育環境

→就職の際、学歴偏重主義による採用傾向

 選択肢のひとつとしての起業

→起業家たちの活躍によるろう者たちの人財価値のアピール

→就職、起業を問わずろう者たちの経済活動参加機会を創出

 一般就労しているろう者たちの差別的扱い

→機会、賃金の不平等の是正

以上の問題解決は、ろう児の教育に対する消極的態度の転
換へとつながるのではないだろうか・・・



補足1
K.I.S.E.が実施するろう学校職員の養成講座

 受講資格

教師や家族、ソーシャルワーカーなど

→ろう者が教員資格を得るにはインテグレートしなければならない

 手話講座

手話講師(聴者のみ)による教授

→英語対応手話が中心となり、ケニア手話は修了後に各自が配属さ
れる学校で勤務しながら身につけるというが…

 ろう者は手話講師になれないのか

K.I.S.E.に勤務する講師は必ず教育の学位が必要となる



補足2
情報保障獲得に向けたろう学生運動

 ナイロビ大学の場合

→ケニア全国ろう者協会会長の働きかけにより、手話通訳の賃金を大
学が負担することに。

→今年、新たに1名のろう者が大学院に入学

 ICTカレッジ(専門学校)

→ろうの在学生たちの働きかけにより、ろう者専用のクラスを設置。

教員と通訳者による授業を提供。

→現在はろう学生の減少に伴い教室は外されている



その他の事例紹介(1)

 溶接技師から整備士に

・勤続20年のベテラン

・学生時代に溶接技術を学んで就職、その後、視力への影響を懸念
した上司のはからいで働きながら自動車整備の技術を学ぶ。

・仲のいい同僚はすでに手話を理解しておりコミュニケーションの問題は
とくにないと話す。

・勤務している整備工場とは別に、

自宅のガレージでも整備業を営む

(サイドビジネス)



その他の事例紹介(2)

 乗合バスの車掌

・車掌の役割=乗客とのコミュニケーションが重要

①バス停での集客

②運賃の回収

③乗客が希望する場所で降車させる

・彼の工夫

①バス停の地理的優位

②指数字で運賃を伝える

→他の路線より種類が少ない

③おおよそ各乗客が降りる場所を

覚えている。もしくは、乗客が肩を

叩いて指示している。



ろう者の訴え～貧困と教育～



都市部と地方、障害者に対する態度

 都市部

・障害者に接する、もしくは目にする機会が多いため、個々に対峙した
ときに直接的な差別、蔑視は比較的少ないように。

・消極的な事例として

→バスの運賃をごまかされる

→安価な労働力と捉えて雇用されるケース

 地方

・障害を呪いとして考える慣習が残る(一部)

→家族やコミュニティの“恥”のように捉え、外部との接触を制限される

・障害をもつ人ともたない人の間では教育に対する態度が大きく異なる

例)障害を持たない兄弟→中等教育まで進学

障害をもつ児童→初等教育まで



ケニアの手話教育

 かつては口話教育も見られた

 手話教育の普及

社会のろう教育に対する無関心によって、ろう者たちが独自に、自分た
ちにとって最良の教育環境をつくることができたと考えることもできる。

2010年の憲法改正以前から、授業科目“ケニア手話”のシラバスでは
手話をろう者たちの母語とし、その他の授業での使用を奨励している。

 使用されている手話

ケニア手話、英語対応手話、アメリカ手話が中心となる。

その他の外国手話が見られるという報告も。



スワヒリ語、部族語による二重苦

 都市部と地方のコミュニケーション手段の違い

・文字情報の活用

都市部：多い(英語の使用が多い)

地方：少ない(スワヒリ語、部族語の筆記は少ない)

→筆談による情報獲得においては筆記英語を頻繁に用いる都市部
が優位にある。

 エンパワメントが行き届かない

・コミュニケーションの困難、筆記言語習得の問題

・ろう者たちの取り組み

→チラシや文書の配布ではなく、講師が直接赴き手話による講義

→教会での礼拝の時間を活用

都市からろうの牧師が出張することも


